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本年度研究成果 

I 研究背景 

福島第一原発事故を受けて，福島県では県民の健康影響を長期にわたり見守るための大規模調査

（福島県民健康調査）が 2011 年 6 月から開始された。同調査の中には，事故発生当時年齢が 18 歳以

下の全県民を対象とした甲状腺検査（いわゆる，超音波診断装置を用いた診断）が含まれており，そ

の結果や検査自体の意義については様々な議論があり，県民に対しては今まで以上に科学的エビデン

スに基づく丁寧な説明をしてゆくことが望まれる。甲状腺検査が 18 歳以下の全県民を対象とした理

由は，事故による甲状腺線量の把握が十分に行えなかったためであるが，甲状腺検査の結果を科学的

かつ公平に解釈するためには，事故後の一人一人の避難行動の違いを考慮に入れた正確な線量推計値

を得ることが不可欠である。本研究は，申請者らがこれまでに実施してきた福島県住民，特に原発近

隣地域からの避難住民に対する甲状腺内部被ばく線量の推計を継続・発展させるものであり，福島県

民健康調査への貢献が期待されるとともに，県民の安心にも繋がるものである。 

 
II 目的 

 福島第一原発事故の発生から 10 年以上が経過し，この間，国内外の多くの研究者によって，同事

故による福島県住民の被ばく線量の調査が行われてきた 1, 2)。研究代表者らが所属する量子科学技術

研究開発機構（以下，量研）においても，主として放射性ヨウ素による事故初期の甲状腺内部被ばく

線量の推計を 2012 年度から継続してきた。2012 年度の推計では，国が事故直後に実施した小児甲状

腺被ばくスクリーニング検査及び福島県が避難地域の住民に対してホールボディカウンタ（WBC）を

用いて行った放射性セシウムを対象とした内部被ばく検査から得られた人の実測データを基礎とし，

これに大気拡散シミュレーションを補完的に用いることにより，避難地域各自治体の住民が受けた甲

状腺等価線量の代表値（90 パーセンタイル値）を導出した 3)。この結果は，後に行われた他の研究者
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による推計値と大きく乖離するものではない。2012 年度以降，量研では福島県立医科大学から前述の

実測データを有する者の避難行動データの提供を受け，事故直後の避難行動と WBC 実測値との関連

性について解析を行うとともに，膨大な避難行動の類型化やアップデートされた大気拡散シミュレー

ションを用いた吸入摂取量の算出等を行ってきた 4-6)。また，本事業の先行研究（2019–2020 年度）に

おいて，研究のために収集及び加工した様々な形式のデータのアーカイブ化を実施した 7)。本研究

（2021–2022 年度）は，これまでの研究を発展させ，本事業において優先的に取り組むべき課題とさ

れている福島県住民の初期内部被ばく線量の推計について，更なる精緻化と信頼性の向上を図ること

を目的とするものである。研究最終年度となる今年度は前年度に引き続き，大気拡散シミュレーショ

ンを用いた放射性ヨウ素（特に 131I）の吸入線量の妥当性評価を中心に検討を行った。 

 
III 研究方法 

 本事業の先行研究（2019~2020 年度）7)において作成した避難行動データ及び線量データのアーカイ

ブ，ならびに，2020 年に公開された WSPEEDI-II による大気拡散シミュレーションデータ（131I，137Cs

等の地表高大気中時系列マップの内，3 km 平方メッシュのもの）8)を使用した。個人の吸入摂取量は，

解析対象者の避難行動データから推定される各時刻（毎時）の居場所（緯度経度）から，これに最も

近い WSPEEDI-II の計算格子点の空気中濃度を抽出し，これに年齢グループに応じた単位時間当たり

の吸入量を乗じ，評価対象期間である 2011 年 3 月 12 日から 31 日まで積算して求めた。屋内防護係

数については，後述するとおり，吸入線量に対する感度解析を行った。 

（倫理面への配慮） 

甲状腺中ヨウ素または全身セシウムを対象とした人の実測値及び個人の避難行動データの本研究で

の利用については，研究代表者らが所属する量研及び福島医大の臨床研究審査委員会での承認を得て

いる（量研 13-011，福島医大 1892）。研究目的外での利用，また，他機関への譲渡はしない。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

1. 研究結果 

① 大気拡散シミュレーションによる吸入線量推計の検証 

 大気拡散シミュレーションによる初期内部被ばく線量，特に放射性ヨウ素の吸入による甲状腺等価

線量の検証について，小児甲状腺被ばくスクリーニング検査被検者の内，避難行動データを有する約

300 名について前述した方法で当該線量を計算し，実測値（131I 甲状腺残留量）から求めた甲状腺等

価線量との比較を行った。同検査被検者の 2011 年 3 月 11 日から 31 日までの滞在場所は図 IV-1 に示

すとおりであり，飯館村及びいわき市の被検者については，大量放出のあった 15 日以降に自主避難

者の増加があったが，3 月下旬にかけて同自治体に帰還している様子が確認された。 

甲状腺中ヨウ素の実測値と避難行動データの両方を有する 308 名について，実測値から推定された甲

状腺等価線量と新旧の WSPEEDI-II から計算した甲状腺等価線量（屋内防護係数は 0.5 に設定）を比

較した結果を図 IV-2 に示す。ここで，新旧の WSPEEDI-II とは，それぞれ 2020 年及び 2012 年に発表

された大気拡散シミュレーションの結果であり 8, 9)，ソースタームの設定や放射性核種の地表沈着プ

ロセス等のスキームが両者で異なる。また，実測値に基づく甲状腺等価線量は，摂取日を 3 月 15 日

に設定し，測定日までの 131I 甲状腺残留量の減少を考慮し算出した。図 IV-3 には，実測及び新旧の

WSPEEDI から導出した甲状腺等価線量分布をそれぞれ示した。以上の結果から，新旧の WSPEEDI-

II ともに，実測値に基づく甲状腺等価線量に対する再現性は個人毎に見れば低いものの，被検者全体

の甲状腺等価線量分布に関しては，新しい WSPEEDI-II において再現性が向上した。 
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② 屋内防護係数の検討 

 屋内防護係数は屋滞在時に見込まれる吸入摂取量（放射能）の低減効果を考慮するファクターであ

り，WSPEEDI-II によって得られる 131I の地表高空気中濃度に対する屋内の空気中濃度の比として定

義される。屋内防護係数の検討を行う前に，実測値及び WSPEEDI-II から得られる甲状腺等価線量分

布の特徴について QQ プロットを用いて確認したところ，図 IV-4 に示すように両者ともに対数正規

分布に近いことが分かった。ただし，前者については，未検出者が約半数を占めるために打切り分布

となることから，QQ プロット上で直線回帰を行い線量分布の再構成を行い，各累積頻度（5%, 10%, 

25%, 50%, 75%, 90%及び 95%）における甲状腺等価線量を求めた。WSPEEDI-II からの甲状腺等価線

量についても屋内防護係数毎に同様に算出し，実測値から得られる甲状腺等価線量との比較を行った

（表 IV-1）。 

 同表中の数値が示すように，WSPEEDI-II からの甲状腺等価線量は屋内防護係数によって変化し，

屋内防護係数が 0.3 から 0.7 の範囲で約 2 倍の変化があった。実測値から得られる甲状腺等価線量は， 

①3 月 15 日を摂取日に設定した場合と②WSPEEDI-II と避難行動データから吸入量が最大となる日を

摂取日に設定した場合の両方について求めた。後者の摂取日は被検者毎に個別に設定している。①の

場合，屋内防護係数を 0.5 に設定したときに実測値及び WSPEEDI-II からの甲状腺等価線量が最も良

く一致する結果となった。 

 
③ 福島第一原発近隣住民の甲状腺等価線量推計値 

 先行研究 7)においてアーカイブ化を行った福島第一原発近隣自治体住民の避難行動データを用い，

同様な方法により，131I の吸入摂取による甲状腺等価線量を計算した。ここで，使用した避難行動デ

ータは 2011 年度の WBC 被検者（3 歳以上）から得られたものであり，前述の屋内防護係数は 0.5 に

設定した。表 IV-2 に計算結果の一例（5 歳児群｛3 歳から 7 歳まで｝と成人群｛18 歳以上｝）を示す。

また，行動データを有する WBC 被検者 5,401 名（浪江町，大熊町，富岡町，双葉町，楢葉町，飯舘

村，広野町，川内村，川俣町及び葛尾村の被検者全員）について，甲状腺等価線量分布を計算した結

果，甲状腺等価線量の中央値は 1.6 mSv，90%累積頻度値は 12.3 mSv となった。 
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図 IV-1 小児甲状腺被ばくスクリーニング検査被検者の滞在場所の時系列 

※行動データが得られた 309 名の内 1 名は被検者照合が行なえなかったため線量計算からは除外 

 

 

図 IV-2 実測値（甲状腺 131I 残留量）及び WSPEEDI-II（屋内防護係数 0.5） 

から算定した甲状腺等価線量の比較 

※左パネル：WSPEEDI-II (2012) 9)，右パネル：WSPEEDI-II (2020) 8) 

 

 

図 IV-3 実測値（甲状腺 131I 残留量）及び WSPEEDI-II（屋内防護係数 0.5） 

から算定した甲状腺等価線量分布の比較 
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図 IV-4 甲状腺等価線量分布の再構成 

※上段：実測値（甲状腺 131I 残留量），下段：WSPEEDI-II（2020 年版，屋内防護係数 0.5） 

 

 

 
表 IV-1 実測値（甲状腺 131I 残留量）及び WSPEEDI-II から算出した甲状腺等価線量分布の比較 
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表 IV-2  WSPEEDI-II から算出した近隣自治体 WBC 被検者の甲状腺等価線量分布 

 
 

2. 考察 

 
 福島第一原発事故に際し，近隣住民の事故初期の内部被ばく線量に最も寄与したとされる 131I につ

いては，人及び環境の実測データが限られているため，線量推計及びその精度検証は課題とされてき

た。大気拡散シミュレーションは，広範囲の時空間的な放射性核種の挙動を再現することができるた

め，実測値が全く得られていない地域については有効な線量評価手法ではあるものの，実測値に基づ

く甲状腺等価線量との比較検証が必要である。図 IV-2 に示すように個人線量に対する一対一の再現

性は低く，新しい WSPEEDI-II でも改善は見られなかった。この原因として，WSPEEDI-II で計算され

た空気中放射性物質濃度の精度の問題に加えて，呼吸量や代謝等の生理学的パラメータに関する個人

差や屋内防護係数のばらつき等の要因も大きく影響した可能性が考えられる。他方，実測値に基づく

甲状腺等価線量についても，NaI(Tl)サーベイメータを用いて得られた計測値であることから，主にそ

の統計変動に由来するファクター2 程度の計測誤差が見込まれる 10)。また，吸入摂取と比べて小さい

と考えられるものの，潜在的な経口摂取による線量寄与も含むものである。以上から，WSPEEDI-II に

よる個人線量の推計には限界があるものの，結果的に解析対象者全体の甲状腺等価線量分布は良好に

再現された（図 IV-3）。新旧の WSPEEDI-II による線量推計に及ぼす顕著な違いは川俣町と飯舘村の

被検者に現れており，3 月 15 日の当該地区の空気中濃度が新しい WSPEEDI-II では減少したために，

甲状腺等価線量もそれに準じた結果となった。 

 屋内防護係数については，表 IV-1 に示す結果から 0.5 程度に設定するのが適当と考えられる。この

結果は過去の報告例 11, 12)とも整合している。しかしながら，屋内防護係数は建屋の放射性プルームに

よるばく露時間や放射性ヨウ素の性状にも影響することにも留意する必要がある 13, 14)。解析対象者は

全般的に屋内滞在時間が長く，屋内防護係数は甲状腺等価線量に大いに影響することが示されたが

（表 IV-1），同様な傾向は避難地域住民にも当てはまるものと思われる。 

 以上の検証結果を踏まえ，WSPEEDI-II 及び避難行動データを用いて近隣自治体の甲状腺等価線量

分布を算出した（表 IV-2）。成人と子供が同一の行動をしていれば，両者の甲状腺等価線量の差異は，

それぞれの呼吸量と線量係数の違いによって決まり，5 歳児群は成人群の約 2 倍の線量になるが，浪

江町や双葉町等では線量の差は比較的小さかった。この結果は，両年齢群の避難開始時期や屋内退避

時間の差異によるものであり，5 歳児群の方が成人群に比べて，より線量低減効果の高い避難行動を

していたことを示唆している。同一家族であれば両年齢群の行動履歴はほぼ同じと考えられるが，こ

の点に関して，各自治体及び各年齢群の避難行動データを網羅的に解析することで明らかにする必要

がある。なお，避難行動データには同一家族を識別できる情報は付与されていない。 

 他の線量推計法と比較するため，昨年度報告した浪江町，双葉町，大熊町，及び，富岡町の WBC
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成人被検者のセシウム吸入摂取による実効線量から，摂取量比（131I/137Cs）を用いて 1 歳児群及び成

人群の甲状腺等価線量（90%累積頻度値）を算出した結果を表 IV-3 に示す。この方法は研究代表者ら

の論文に解説されており 15, 16)，摂取量比は 3.9 とした 17）。同表中の早い避難 Gr と遅い避難 Gr は，3

月 12 日 15 時点の福島第一原発から推定滞在場所までの距離によって分類しており，前者は 25 km 圏

外，後者は 25 km 圏内とした。なお，1 歳児群と 5 歳児群は，それぞれの吸入量と線量係数の積はほ

ぼ同じであるため，1 歳児群の数値は表 IV-2 の 5 歳児群のものと比較できる。二つの推計方法を比較

すると，浪江町の早い避難 Gr を除き，摂取量比を用いる方法の方が全体的に高い線量となっている。

ただし，昨年度報告したとおり，浪江町以外については，一時帰宅（自家用車による自宅からの物品

搬出が許可された第 2 巡目以降）に伴う微量な着衣汚染の影響が WBC 測定において確認された事例

があったことから，セシウムの実効線量を過大評価している可能性がある 18）。この詳細については論

文査読中であるため，説明は別の機会に譲る。 

 
表 IV-3 摂取量比（131I/137Cs）を用いて推定した甲状腺等価線量の 90%累積頻度値 

 

 
3. 今後の研究方針 

本研究の後継研究「原子力災害時における被災者の個人被ばく線量把握及び健康管理に資するイン

テリジェンスデータベースの構築」が本事業において採択され，2023 年度から 3 ヵ年の予定で研究を

遂行する予定である。後継研究では，研究代表者らがこれまでに収集または導出した福島第一原発近

隣住民の様々な線量関連データを最大限に利活用するために，動的解析が可能なデータベースの開発

を行うとともに，将来の原子力災害における公衆の被ばく線量推計に必要となるデータベースの要件

定義を示すことを予定している。 

 
V 結論 

 研究最終年度となる今年度は，WSPEEDI-II を用いた 131I 吸入摂取による甲状腺等価線量の推計の

妥当性評価を主に行った。結論として，現時点では WSPEEDI-II による線量推計は不確実性が大きく，

個人を対象とした線量推計に用いることは適当ではないものの，他の手法による線量推計結果と比較

することを前提として，対象地域住民の線量分布を把握するには有効な手段と思われる。大気拡散シ

ミュレーションの線量推計における最大の利点は，放射性プルームによる主要な曝露イベントを個人

の行動履歴と併せて推定できることであり，これは人の実測値から線量評価を行う際にも必要となる

摂取シナリオを決定するための有力な検討材料となることである。小児甲状腺被ばくスクリーニング

検査被検者 309 名については，大量放出のあった 3 月 15 日を摂取日とする急性摂取シナリオを用い

ることで，適度に保守的な線量推計を行えることを確認した。WSPEEDI-II による同被検者の甲状腺

等価線量の分布は，屋内防護係数を 0.5 に設定した場合に，実測値から推定された分布と全体的に良

く一致した。 
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